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令和３年３月２９日 

記 者 発 表 資 料 

 

人 事 異 動 の 概 要（令和３年４月１日） 

 

１ 主な人事異動 

（１）本庁機関 

（理事級） 

 理事（未来戦略担当） 脇   雅 昭 （わき まさあき） 〔政策局参事監（未来創生担当）〕 

 理事（特定課題担当） 前 田 光 哉 （まえだ みつや） 〔健康医療局長〕（医師） 

 理事（医療危機対策担当） 阿 南 英 明 （あなん ひであき）  

  〔健康医療局技監（感染症医療提供体制担当）〕（医師）（藤沢市民病院副院長 併任） 

 理事 兼 総務局長 筒 浦 浩 久 （つつうら ひろひさ） 〔会計管理者兼会計局長〕 

 理事 兼 くらし安全防災局長 花 田 忠 雄 （はなだ ただお） 〔くらし安全防災局長〕 

 理事 兼 スポーツ局長 平 田 良 徳 （ひらた よしのり） 〔スポーツ局長〕 

 

（局長級） 

 環境農政局長 鈴 木 真由美 （すずき まゆみ） 〔マグカル担当局長〕 

 健康医療局長 兼 未病担当局長 山 田 健 司 （やまだ けんじ） 〔産業労働局長兼エネルギー担当局長〕 

 産業労働局長 兼 エネルギー担当局長    

  野 田 久 義  （のだ ひさよし） 〔湘南地域県政総合センター所長〕 

 県土整備局長 大 島 伸 生 （おおしま のぶお） 〔県土整備局技監兼道路部長〕（一般土木） 

 会計管理者 兼 会計局長 河 鍋  章 （かわなべ あきら） 〔労務担当局長兼デジタル行政担当局長〕 

 議会局長 平 井 和 友 （ひらい かずとも） 〔政策局副局長兼総務室長〕 

 人事委員会事務局長 仲 谷 政二郎 （なかたに まさじろう） 〔人事委員会事務局副事務局長兼総務課長〕 

 知事政策秘書官 中 谷 知 樹 （なかたに ともき） 〔政策局知事政策秘書官〕 

 広報戦略担当局長 井 上 和 子 （いのうえ かずこ） 〔労働委員会事務局副事務局長兼審査調整課長〕 

 科学技術政策担当局長 進 藤 和 澄 （しんどう かずみ） 〔ヘルスケア・ニューフロンティア推進統括官〕 

 デジタル行政担当局長 尾 﨏 美貴江 （おさこ みきえ） 〔広報戦略担当局長〕 

 労務担当局長 宮 坂 久美子 （みやさか くみこ） 〔未病担当局長〕 

 県立高校改革担当局長 杉 山 正 行 （すぎやま まさゆき） 〔県土整備局副局長兼総務室長〕 

            

（２）出先機関 

（局長級） 

 湘南地域県政総合センター所長 竹 村 洋治郎 （たけむら ようじろう） 〔くらし安全防災局副局長兼防災部長〕 

 総合教育センター所長 田 中 俊 穂 （たなか としほ） 〔総合教育センター所長〕(教員)（再任用） 
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２ 人事異動のポイント 

（１）新型コロナウイルス感染症に打ちかつための体制強化 

新型コロナウイルス感染症から県民のいのちと健康を守るため、医師２名を理事とし

て配置して医療提供体制・療養体制の充実・強化を図るとともに、ワクチン接種を着実

に推進し、保健所や地域医療機関などと連携した「神奈川モデル」を地域総力戦で展開

します。 

再掲 理事（特定課題担当） 前 田 光 哉 （まえだ みつや） 〔健康医療局長〕（医師） 

再掲 理事（医療危機対策担当） 阿 南 英 明 （あなん ひであき）  

  〔健康医療局技監（感染症医療提供体制担当）〕（医師）（藤沢市民病院副院長 併任） 

再掲 健康医療局長 兼 未病担当局長 山 田 健 司 （やまだ けんじ） 〔産業労働局長兼エネルギー担当局長〕 

 健康医療局医療危機対策本部室長 篠 原 仙 一 （しのはら のりかず） 〔参事監級昇任〕 

 健康医療局医療危機対策本部室地域療養・保健所連携担当部長  

  田 中 康 彦 （たなか やすひこ） 〔国際文化観光局観光部長〕 

 健康医療局医療危機対策本部室ワクチン接種担当部長 兼 健康医療局医療機関調整担当部長 

  足立原  崇 （あだちはら たかし） 〔福祉子どもみらい局意思決定支援担当部長〕 

 政策局いのち・未来戦略本部室事業推進担当課長 兼 健康医療局医療危機対策本部室医療 

 危機対策調整担当課長 本 間 健 志 （ほんま たけし）  

  〔政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室未病産業担当課長〕 

 健康医療局医療危機対策本部室医療危機対策法務担当課長  

  樋 口 泰 久 （ひぐち やすひさ） 〔健康医療局総務室特定課題担当課長〕 

 健康医療局医療危機対策本部室感染症対策担当課長  

  田 中 浩 二 （たなか こうじ）  

  〔政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室室長代理（ライフイノベーション担当）〕 

 健康医療局医療危機対策本部室宿泊療養担当課長  

  𠮷 田 和 浩 （よしだ かずひろ） 〔健康医療局医療危機対策本部室地域療養担当課長〕 

 健康医療局医療危機対策本部室災害医療担当課長  

  山 田 佳 乃 （やまだ よしの） 〔健康医療局医療危機対策本部室感染症対策担当課長〕 

 

（２）いのち・未来戦略本部室の設置 

    新たに「いのち・未来戦略本部室」を設置し、最新のテクノロジーを活用して新型コロ

ナウイルスに立ち向かうとともに、県民がコロナ収束後の新時代を実感できるような先進

的な政策を展開し、民間連携による課題解決が浸透するよう全庁を先導します。 

 理事（いのち・ＳＤＧｓ担当） 山 口 健太郎 （やまぐち けんたろう） 〔勤務延長〕 

再掲 理事（未来戦略担当） 脇   雅 昭 （わき まさあき） 〔政策局参事監（未来創生担当）〕 

 政策局いのち・未来戦略本部室長 太 田 裕 子 （おおた ゆうこ） 〔政策局ＳＤＧｓ推進担当部長〕 

 政策局いのち・未来戦略本部室ヘルスケア・ニューフロンティア推進担当部長 

  大 木 健 一 （おおき けんいち）  

  〔政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室国際戦略担当部長〕 
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 政策局いのち・未来戦略本部室未来創生担当部長 兼 政策局知事室政策調整担当部長 

  杉 山 力 也 （すぎやま りきや） 〔政策局参事兼未来創生課長〕 

再掲 政策局いのち・未来戦略本部室事業推進担当課長 兼 健康医療局医療危機対策本部室医療 

 危機対策調整担当課長 本 間 健 志 （ほんま たけし）  

  〔政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室未病産業担当課長〕 

 政策局いのち・未来戦略本部室未病産業担当課長 

  長 澤 未 来 （ながさわ みき） 〔政策局知事室室長代理（秘書担当）〕 

 政策局いのち・未来戦略本部室ライフイノベーション担当課長 

  穂 積 克 宏 （ほづみ かつひろ）  

  〔政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室ライフイノベーション担当課長〕（化学） 

 政策局いのち・未来戦略本部室ＳＤＧｓ推進担当課長 

  湊   治 子 （みなと はるこ） 〔政策局ＳＤＧｓ連携担当課長〕 

 政策局いのち・未来戦略本部室企業連携担当課長 

  宮 﨑 美由紀 （みやざき みゆき） 〔政策局企業連携担当課長〕 

     

（３）共生推進本部室の設置 

「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念の普及や利用者目線に立った新しい障がい福

祉の推進、人権男女共同参画の取組みなど、共生社会の実現に向けた取組みを総合的に推

進するため、新たに「共生推進本部室」を設置します。 

 共生担当局長 安 井 由美子 （やすい ゆみこ） 〔現職継続〕      

 福祉子どもみらい局参事監（福祉企画担当） 

  道 躰 正 成 （どうたい まさなり）  

  〔福祉子どもみらい局参事監（共生担当）〕（福祉） 

 福祉子どもみらい局共生推進本部室長 

  水 谷 俊 輔 （みずたに しゅんすけ） 〔福祉子どもみらい局共生担当部長〕 

 福祉子どもみらい局共生推進本部室共生担当課長 

  平 野 潤 一 （ひらの じゅんいち） 〔福祉子どもみらい局人権男女共同参画課副課長〕 

 福祉子どもみらい局共生推進本部室人権男女共同参画担当課長 

  東 谷 糸央里 （あずまや しおり） 〔産業労働局中小企業部事業者支援担当課長〕 

 福祉子どもみらい局共生推進本部室意思決定支援担当課長 

  臼 井  泉   （うすい いずみ） 〔福祉子どもみらい局意思決定支援担当課長〕（福祉） 

 福祉子どもみらい局共生推進本部室利用者支援担当課長 

  鳥 井 健 二 （とりい けんじ） 〔福祉子どもみらい局総務室利用者支援検証担当課長〕 

 

（４）東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けた取組みの推進 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の安全・安心な開催に向けた準備を

進めるとともに、県全体で機運を高め、大会の成功を目指します。 

再掲 理事 兼 スポーツ局長 平 田 良 徳 （ひらた よしのり） 〔スポーツ局長〕 
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 スポーツ局副局長 兼 スポーツ局総務室長 

  三 枝 茂 樹 （さえぐさ しげき）〔スポーツ局オリンピック・パラリンピック担当部長〕 

 スポーツ局オリンピック・パラリンピック担当部長 

  千 葉 秀 之 （ちば ひでゆき） 〔スポーツ局総務室企画調整担当課長〕 

 スポーツ局オリンピック・パラリンピック課長 

  萩 原 竜太郎 （はぎわらりゅうたろう） 〔スポーツ局競技調整担当課長〕 

 スポーツ局競技調整担当課長 竹 内 章 裕 （たけうち あきひろ） 〔スポーツ局セーリング課副課長〕（一般土木） 

 

（５）観光施策の戦略的な推進 

国内及び国外向けの観光施策をより効果的に連動させ、戦略的に観光振興を推進するた

め、観光部観光企画課及び国際観光課を統合し、新たに観光課を設置します。 

 国際文化観光局観光振興担当部長 三 浦 昌 弘 （みうら まさひろ） 〔国際文化観光局観光部国際観光課長〕 

 国際文化観光局観光課長 渡 邊 太 郎 （わたなべ たろう） 〔国際文化観光局観光部観光企画課長〕 

 国際文化観光局観光戦略担当課長 北 見 明 弘 （きたみ あきひろ） 〔JTB印刷㈱営業推進部長 採用〕(特定任期付職員) 

 国際文化観光局観光プロモーション担当課長 

  重 田 健太郎 （しげた けんたろう） 〔健康医療局医療危機対策本部室副室長〕 

 

（６）防災体制の強化 

自然災害等の危機事象により的確に対応するため、防災部長を専任で配置するととも

に、新たに危機管理防災課を設置します。 

再掲 理事 兼 くらし安全防災局長 花 田 忠 雄 （はなだ ただお） 〔くらし安全防災局長〕 

 くらし安全防災局副局長 兼 くらし安全防災局総務室長 

  佐 川 範 久 （さがわ のりひさ） 〔くらし安全防災局総務危機管理室長〕 

 くらし安全防災局防災部長 田 邉 親 司 （たなべ ちかし） 〔政策局政策部土地水資源対策課長〕 

 くらし安全防災局防災部危機管理防災課長 

  能 戸 一 憲 （のと かずのり） 〔くらし安全防災局防災部消防保安課長〕 

 くらし安全防災局防災部消防保安課長 

  多 田 彰 吾  （ただ しょうご）  

  〔政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室事業推進担当課長〕 

 くらし安全防災局防災部工業保安担当課長 

  内 山 和 子  （うちやま かずこ） 〔県央地域県政総合センター環境部長〕（化学） 

 

（７）大和綾瀬地域児童相談所の設置 

児童虐待発生時の迅速・的確な対応を確保するため、新たに大和綾瀬地域児童相談所を

設置します。 

 大和綾瀬地域児童相談所長 髙 須 正 幸 （たかす まさゆき） 〔小田原児童相談所長〕（福祉） 
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３ 女性職員の登用・「県庁版カムバック制度」の導入  

（１）女性職員の積極的な登用 

女性職員の積極的な登用を進めており、今回、管理職手当受給者（全任命権者）に新   

たに１３人の女性を登用しました。 

知事部局における管理職手当受給者は１０３人で、初めて１００人台に到達し、管理   

職手当受給者に占める女性の割合は昨年度から０．９ポイント増の２１．１％となりま 

した。 

  ○管理職手当受給者に占める女性職員の割合等   

 全任命権者 うち知事部局 

管理職手当受給者（①） ６２５（６２４） ４８８（４８４） 

 うち女性の人数（②） １１５（１１０） １０３  （９８） 

管理職手当受給者に占める

女性職員の割合（②／①） 

１８．４％ 

（１７．６％） 

２１．１％ 

（２０．２％） 

※ （ ）内は、令和２年４月１日現在 

（参考）平成２２年４月１日現在の管理職手当受給者に占める女性割合（知事部局）６．２％ 

（２）「県庁版カムバック制度」の導入 

育児や介護を理由にやむを得ず退職する職員について、その知識・経験を有効に活用

する観点から、退職後５年以内であれば、再び正規職員として採用できる、「県庁版カ

ムバック制度」を導入します（令和３年４月から導入）。  

４ 幅広い人材の登用及び採用 

（１）幹部職ポストへの登用 

 くらし安全防災局参事監（安全安心担当） 兼 くらし安全防災局くらし安全部長 

  加 藤 雅 道 （かとう まさみち）    （R3.3 県警察本部より出向） 

 県土整備局国道調整担当部長 兼 県土整備局海岸保全担当部長 

  瀬戸下 伸 介 （せとした しんすけ） 〔国土交通省 割愛採用〕 

 総務局財政部担当課長（神奈川県川崎競馬組合派遣） 

  古 山 秀 和 （ふるやま ひでかず）   （R3.3 県警察本部より出向） 

再掲 国際文化観光局観光戦略担当課長 北 見 明 弘 （きたみ あきひろ） 〔JTB印刷㈱営業推進部長 採用〕(特定任期付職員) 

（２）多様な経験・資格を持つ職員の採用 

・社会人経験者（民間企業等における社会人経験者） １１人 

・救急救命士（救急救命士免許取得者） ３人 ※うち２人は、４月１６日採用予定 

（参考）就職氷河期世代の採用 １８人（うち１７人は令和２年１０月１日付け採用済み） 

５ 他自治体への支援 

（１）東日本大震災の被災地域に対する支援 

東日本大震災の発生以来行ってきた被災地域に対する支援のため、専門的知識や実

務経験を有する方を任期付職員として採用し、岩手・宮城・福島の３県及び３県内の１

７市町村に派遣します。 

  ・令和３年度派遣予定者数 計１０５人（継続派遣者を含む） 

一般事務２１人、埋蔵文化財１人、総合土木７５人、建築６人、機械１人、 

保健師１人 
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（２）市町村の持続可能な行政サービスの提供に向けた支援 

県内市町村において、保健師や土木職などの専門人材の確保が困難となっている状

況を踏まえ、市町村の持続可能な行政サービスの提供に向けた支援のため、県の保健

師と土木職を新たに２団体に派遣します（令和２年度から開始した取組み）。 

  ・令和３年度派遣予定者数 計２人 

保健師１人（松田町）、土木職１人（大井町） 

【派遣状況】     

 保健師 土木職 

Ｒ２年４月～ ２人（２団体） １人（１団体） 

Ｒ３年４月～ １人（１団体） １人（１団体） 

計 ３人（３団体） ２人（２団体） 

 

６ 人事交流の推進 

他団体の先進事例や行政手法を学び、コスト意識や経営感覚を身につけることなどを目的

として、民間企業、国、地方公共団体等との人事交流を積極的に行います。 

（１）民間企業への派遣（R3.4.1現在） 

・民間企業３社へ５人 

   （横浜銀行、東京海上日動火災保険、テレビ神奈川） 

（２）国の省庁等への派遣（R3.4.1現在） 

 ・１２省庁・団体等へ１９人（新規７人、継続１２人） 

（総務省、内閣官房、内閣府、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交

通省、環境省、神奈川県内広域水道企業団、全国知事会、さわやか福祉財団） 

（３）市町村交流（R3.4.1現在） 

  ・県から市町村へ４０人（新規２０人、継続２０人） 

  ・市町村から県へ５１人（新規３０人、継続２１人） 

 
７ 人事異動の規模 

全任命権者で総数３,４６１人の異動  
（単位：人） 

区 分 知事部局 企 業 庁 教育委員会 その他 合  計 

理事級 
5  

(2) 

0  

(0) 

0  

(0) 

0 

(0) 

5 

(2) 

局長・参事監級 
31  

(27) 

1  

(2) 

2  

(3) 

4  

(3) 

38  

(35) 

部長・参事級 
45  

(36) 

2  

(6) 

8  

(5) 

0  

(0) 

55 

(47) 

課長級 
272  

(266) 

33  

(46) 

49  

(45) 

4  

(8) 

358  

(365) 

その他級 
2,262  

(2,117) 

302  

(271) 

404  

(405) 

37  

(54) 

3,005  

(2,847) 

合 計 
2,615  

(2,448) 

338  

(325) 

463  

(458) 

45  

(65) 

3,461 

(3,296) 

※ 組織再編に伴う異動を含む。「教育委員会」には教員を含まない。 

※ （ ）内は、令和２年４月１日付けの人事異動者数 
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【過去の異動規模】 

年度 異動年月日 異動者数（単位：人） 

２８ Ｈ２８年４月１日 ３，５２６ 

２９ Ｈ２９年４月１日 ３，５９４ 

３０ Ｈ３０年４月１日 ３，６０６ 

Ｒ１ 
Ｈ３１年４月１日 ９６７ 

Ｒ 元年６月１日 ２，５２３ 

Ｒ２ Ｒ ２年４月１日 ３，２９６ 

８ 採用と退職 

○令和３年４月１日付け新規採用者数（予定）             （単位：人） 

 

  ※（ ）内は、令和２年４月１日付け採用者数 

○令和３年３月３１日付け退職者数（予定）                     （単位：人） 

退職者理由 知事部局 企業庁 教育委員会 合   計 

定年退職 
164 

（175） 
20 

（25） 
71 

（75） 
255 

（275） 

勧奨退職 
35 

（41） 
3 

（2） 
7 

（9） 
45 

（52） 

自己都合等退職 
40 

（48） 
7 

（5） 
5 

（4） 
52 

（57） 

合    計 
239 

（264） 
30 

（32） 
83 

（88） 
352 

（384） 

合 
計 
の 
内 
訳 

理事級 
1 

（1） 
0 

（0） 
0 

（0） 
1 

（1） 

局長・参事監級 
8 

（12） 
1 

（2） 
3 

（1） 
12 

（15） 

部長・参事級 
13 

（9） 
2 

（2） 
1 

（3） 
16 

（14） 

課長級 
46 

（55） 
6 

（8） 
9 

（8） 
61 

（71） 

その他級 
171 

（187） 
21 

（20） 
70 

（76） 
262 

（283） 

  ※（ ）内は、令和２年３月３１日付け退職者数 

区 分 知事部局 企業庁 教育委員会 その他 合 計 

公募試験(Ⅰ種) 172 
（189） 

27 
（15） 

22 
（25） 

1 
（0） 

222 
（229） 

公募試験(Ⅲ種) 
8 

（2） 
6 

（3） 
3 

（1） 
0 

（0） 
17 

（6） 

免許資格職 
41 

（64） 
0 

（0） 
5 

（3） 
0 

（0） 
46 

（67） 

看護職員 
2 

（5） 
0 

（0） 
0 

（0） 
0 

（0） 
2 

（5） 

障がい者選考 
8 

（1） 
0 

（1） 
22 

（21） 
1 

（0） 
31 

（23） 

経験者採用 
56 

（43） 
4 

（8） 
1 

（0） 
1 

（1） 
62 

（52） 

その他 
44 

（73） 
0 

（1） 
17 

（22） 
0 

（0） 
61 

（96） 

合 計 
331 

（377） 
37 

（28） 
70 

（72） 
3 

（1） 
441 

（478） 
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問合せ先  

神奈川県総務局組織人材部人事課 

課長代理   竜江 

人事グループ 奈良 

電話 070-1548-8541 (045-210-2154(直通)) 


